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1．研究背景
　持続可能な都市経営の方法論として、「コンパクトシティ」政策に対する注
目が高まっている。コンパクトシティという考え方は、1972年に民間シンク
タンクであるローマ・クラブが地球資源の有限性を指摘し、時を同じくして
自動車交通の発展による中心市街地の空洞化、都市域の無秩序な拡大に直面
していたヨーロッパ諸国において、都市計画の新たな方向性として注目され
るようになったものである。そして、1987年の「ブルントラント報告」（国連
環境と開発に関する世界委員会）における持続可能性の概念の提起、次ぐ、
1992年のブラジル・リオデジャネイロでの「環境と開発に関する国際連合会議
（通称：地球サミット）」における「持続可能な開発」の提唱によって、コン
パクトシティ政策は、その達成手段の有力候補として位置づけられるように
なった。そもそも、ヨーロッパ諸国におけるコンパクトシティ政策の議論は、
都市中心部への自動車交通の流入による大気汚染、交通渋滞の緩和といった
交通問題と、都市域の拡大に対する「都市封じ込めの手段（OECD, 2013）」
としての力点の方が強い。一方、日本においては、都市交通や都市域の拡大
それ自体の問題というよりもむしろ、高度経済成長期以降の地方の衰退によ
る中心市街地の空洞化問題、人口減少社会への突入を受けた、都市運営コス
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トの上昇に対する行政の危機感からコンパクトシティ政策が議論がされてい
ると言える。
　コンパクトシティ政策に限らず、今後も、都市の持続可能性の追求が都市
計画における重要課題の一つであり続けると仮定するならば、当然ながら、
都市の形態と機能に関する新たな議論はこれからも登場しうるし、地球の持
続可能性に裏打ちされたより緊急度の高い政策課題であればこそ、人の住ま
うあり方を政策的に誘導せざるを得なくなる。これは、単に政策的に人を移
動させることが問題となるだけでなく、移動先において、人びとがその地域
に「定着する」するための計画手段を用意しなければならないことを意味し
ている。その重要な要件が、後に詳述するように、人びとと地域との心理的
結びつきとしての「場所感覚（Sense of Place：以降、SOP）」である。移住
先で肯定的な SOP を獲得することは、居住地域に対する肯定的な居住満足評
価に結びつくと考えられ、この評価は、住民の継続的な地域への居住意向の
形成や、平時における社会関係資本の醸成意向、緊急時における住民相互の
サポートを生み出す源泉となる。これは、長期的な都市の持続可能性を担保
するものと考えられる。
2．研究目的
　本研究では、持続可能な都市経営の方法論の1つであるコンパクトシティ
政策に対して、コンパクトシティ状況下における、1）新規住民と地域との
心理的結びつきとしての「SOP」の形成実態と、2）SOP の形成状況が、移
住先の居住環境に対する住民の評価に与える影響を明らかにすることを目的
とする。この目的を達成するために、本研究では、コンパクトシティ政策が
導入された新住民の集住状態を擬似的に表現しうると考えられる、新興郊外
ニュータウンである愛知県長久手市を研究事例として検証を行う。
3．急激な開発が進む愛知県長久手市
　本研究の調査対象地である長久手市は、旧長久手町であった1972年（昭和
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47年）に、長湫西部土地区画整理事業が開始されたのを契機に、6つの地域で
土地区画整理事業を実施、名古屋市に隣接する利便性を背景に急激に人口が
増加（2013年8月現在、52,248人）、2012年1月4日に市制移行したニュータウ
ンの代表例の1つである。東洋経済新報社が2013年に発表した「住みよさラン
キング2013」においても、調査対象となった全国790都市のうち、総合で6位
とされるなど、特に近年の急激な開発が特徴的な地域である。市内には、4
つの大学があり、隣接する田園学園都市の日進市も合わせると周辺に10の大
学が立地し、多くの若年者人口が流入している。また、就労者の多くが名古
屋市内へ通勤していると推測されることなどから、新興地域におけるコミュ
ニティ意識や連帯感の醸成が今後の政策課題となっている。特に、土地区画
整理事業によって開発が進んでいる地域では、戸建て住宅とアパート・マン
図1：研究対象地域（長久手市市ヶ洞校区）
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ションが乱立しており、高い人口増加率とともに大規模災害時等の緊急事態
におけるレジリエンス1）の確保が大きな課題である。
3.1　調査実施の概要
　本調査は、長久手市役所市長公室政策秘書課の協力により、同市市ヶ洞校
区の全1,293世帯を対象に2013年2－3月に郵送配布郵送回収の定量調査とし
て実施した。回収率は、20.9％とやや低く、分析の際に留意が必要である。
0
10000
20000
30000
40000
50000
60000
1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
図2：長久手市の人口推移
出典：「国勢調査」「愛知県人口動向調査」より抜粋
表1：調査の概要
項目 内容
調査対象地区 愛知県長久手市　市ヶ洞校区（卯塚地区、市ヶ洞地区、根嶽地区、
上井堀地区、片平地区）
調査方式 郵送配布郵送回収
調査日時 2013年2－3月
調査内容 ・新規住民の地域に対する場所の感覚の形成状況
・居住地域に対する居住満足度
回収率 有効回答者 270世帯／1,293世帯（回収率：20.9％）
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3.2　回答者属性
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図7：回答者の勤務地（n=270）
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図3：回答者の性別（n=270） 図4：回答者の年齢（n=270）
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図5：回答者の居住年数（n=270） 図6：回答者の職業（n=270）
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　図3が示す通り、本調査の回答者は、相対的に自宅への滞在時間が長いと推
測される女性の回答比率が高い（68.9％）ことから、以降の分析結果の考察
については、一定の配慮が必要である。データを概括すると、予め推測した
ように、ニュータウンとして開発された地域であるために、居住歴が5年未満
の世帯が過半数（61.4％）を占め、回答者の勤務先で最も多い地域が名古屋
市内（40.6％）となっている。このことから、本調査対象地域が、典型的な
ニュータウンとしての性質を持っていること、コンパクトシティ政策が導入
された新住民の集住状態を擬似的に表現しうるものとして、以降分析を進め
る。
4．ニュータウンとしての長久手市における住民の SOP の形成実態の分析
　ここでは、調査対象地域に居住する住民の地域への SOP の形成実態につい
て分析を行う。その前に、SOP について、その概念定義及び評価尺度を整理
する。
4.1　人と場所との包括的な心理的結びつきの操作的概念としての SOP モデル
　人と場所、あるいは、地域との心理的結びつきを扱う操作的概念として、膨
大な概念が特に人文地理学、環境心理学の分野で提唱されてきた（紙幅の制
限上、詳しくは、城月ら（2013）による「「まちづくり心理学」の創出に向けた
基礎理論の構築」に譲る）。本研究では、人と場所との包括的な心理的結びつ
きを扱う概念として、人と場所との心理的結びつきの複次元性（マルチディ
メンジョナリティ）を前提とした Jorgensen & Stedman（2001）らによる、
SOP の理論モデルを採用する（図8）。なお、本研究における SOP を構成する
各要素については、場所愛着については、「場所との肯定的な（Positive）な心
理的結び付き（Giuliani and Feldman. 1993, Williams and Patterson. 1999）」、
場所アイデンティティを「自己の場所への所属感（Gifford. 2003）」、場所依
存を「空間的環境の知覚された行動的優位性（Haugue and Jenkins. 2005）」
として定義して用いる。具体的な評価尺度は、表2を用いた。
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4.2　全般的に肯定的な SOP を形成している調査対象地域
　調査対象地域における住民の SOP の形成実態を全体的に把握するために、
表2の SOP の下部概念である「場所アイデンティティ」・「場所愛着」・「場所
依存」それぞれについて、各評価尺度4項目の最頻値を求めてその割合を示し
たものが図9から図11である。まず、場所アイデンティティについては、「そ
う思う（9％）」と「まあまあ思う（41％）」を含めて半数に達していること
場所愛着（Place Attachment）
場所アイデンティティ
（Place Attachment）
場所依存
（Place Dependence）
場所感覚
（Sense of Place）
図8：SOP の理論モデル（Jorgensen & Stedman, 2001モデルを参照）
表2：SOP の評価尺度
　　　　　次元  項目ラベル 　　　　　　　　評価内容
　場所アイデンティティ
PI1 私のまちは、自分を投影していると思う
PI2 私のまちは、自分自身について何も語る存在ではない
PI3 このまちにいる時、ありのままの自分でいられる
PI4 （このまちは）自分という人格に影響している
　場所愛着
PA1 私のまちは、リラックスできる
PA2 自分のまちにいるとき、一番幸せである
PA3 自分にとって大好きな場所である
PA4 （旅行などで）長く離れていると恋しくなる
　場所依存
PD1 自分が一番好きなことをする場所として、最適な場所である
PD2 自分が一番好きなことを場所としては、他にはない
PD3 自分が一番好きなことをする場所としては、良いまちではない
PD4 このまちよりも、他に良いまちがあると思う
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分かる。調査対象地域が新規居住者を多く含む地域であるという特殊性を踏
まえると、全般的に場所アイデンティティを形成している割合が高い。ただ
し、「どちらでもない（28％）」・「あまり思わない（3％）」・「思わない（3％）」
に、明確な認識がないと推定される「分からない（16％）」を加えると半数で
あり、住民間で二極化している。
まあまあ思う
41％
そう思う
9％
どちらでもない
28％
あまり思わない
3％
思わない
3％
分からない
16％
図9：場所アイデンティティの分布（n=242）
　図10は、場所愛着の形成実態を示したものである。「そう思う（23％）」と
「まあまあ思う（53％）」を合わせると76％の住民が自らのまちに対しての肯
定的な心理的結びつきとしての場所愛着を形成していることが分かる。
そう思う
23％
まあまあ思う
53％
あまり思わない
6％
思わない
4％
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12％
分からない
2％
図10：場所愛着の分布（n=241）
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　図11は、場所依存の形成実態を示したものである。この図から、「そう思
う（21％）」・「まあまあ思う（37％）」を含めて、過半数の割合で機能的愛着
としての場所依存を形成していることが分かる。
そう思う
21％
まあまあ思う
37％
あまり思わない
4％
思わない
5％
どちらでもない
25％
分からない
8％
図11：場所依存の分布（n=239）
　以上を踏まえると、ニュータウンとしての性格の強い調査対象地域につい
ては、全般的に居住歴が浅い新規居住者が多い地域にも関わらず、比較的肯
定的な SOP を形成している住民の割合が高いことが明らかになった。なお、
場所愛着、場所アイデンティティ、場所依存の最頻値それぞれについて、回
答者の属性変数（性別・年齢・職業・自宅所有の有無・居住歴）を独立変数
としたクロス分析及びχ二乗検定を行ったところ、いずれも統計的な有意差
は確認されなかった。
5．SOP の形成がコンパクトシティの居住評価に与える影響分析
　本分析では、様々な指標の中でも、コンパクトシティ性の代表的な尺度と
して、Dantzig と Saaty（1978年）によって提起された尺度のうち、空間的
形態としての①「高密度居住」、②「自動車依存の少なさ」、③「複合土地利
用」に着目し、独自評価尺度を用いて分析を行う（表6）。
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5.1　SOP の主成分分析
　まず、SOP と都市のコンパクトシティ性との相関を検証するために、場所
愛着、場所アイデンティティ、場所依存の各下部概念尺度（表2）について、
主成分分析を行い、3つの因子軸に集約した。なお、各因子軸の因子負荷量
は、場所愛着の第一因子が64.986％、場所依存の第一因子が44.046％、場所ア
イデンティティの第一因子が42.286％であった。
表3：場所アイデンティティの主成分分析結果
説明された分散の合計
成分 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 1.691 42.286 42.286 1.691 42.286 42.286
2 0.991 24.773 67.059
3 0.769 19.232 86.29
4 0.548 13.71 100
因子抽出法 : 主成分分析
表4：場所愛着の主成分分析結果
説明された分散の合計
成分 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 2.599 64.986 64.986 2.599 64.986 64.986
2 0.698 17.454 82.44
3 0.417 10.418 92.858
4 0.286 7.142 100
因子抽出法 : 主成分分析
表5：場所依存の主成分分析結果
説明された分散の合計
成分 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
合計 分散の％ 累積％ 合計 分散の％ 累積％
1 1.762 44.046 44.046 1.762 44.046 44.046
2 1.033 25.813 69.859
3 0.796 19.894 89.753
4 0.41 10.247 100
因子抽出法 : 主成分分析
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5.2　SOP と住民のコンパクトシティ性認識との相関関係
　主成分分析によって得られた各サンプルの因子得点とコンパクトシティ性
尺度（表6）を用いて、SOP の形成とコンパクトシティ状態のまちに対する
主観的な認識との結びつきを明らかにするために、相関分析を行った（表7）。
結果、場所依存と場所愛着が、コンパクトシティ性と総体的に正の相関があ
ることが明らかになった。一方で、場所アイデンティティについては、複合
土地利用性としての施設の多様性の認識についてのみ、統計上有意な相関が
見られた。このことから、SOP は、住民の都市のコンパクトシティ性認識と
相互に結びついていると言える。
6．結論
　本研究は、持続可能な都市経営の方法論の一つでとしてのコンパクトシ
ティ政策に対して、政策的な人口移動に起因する人びとと地域との心理的結
びつきとしての「SOP」の変化が、都市の持続可能性にもたらす影響を検討
するため、愛知県長久手市を事例に、1）新規住民と地域との心理的結びつき
としての「SOP」の形成実態と、2）SOP の形成状況が、移住先の居住環境
に対する住民の評価に与える影響を明らかにすることを目的とした。
　この結果、まず、調査対象地域においては、5年未満の居住歴の住民の割合
が約6割を占めており、住民の多くが長久手市外の地域（名古屋市等）に通勤
表6：コンパクトシティ性評価尺度
　　　　　カテゴリ 　　　　　　　　評価内容
　高密度居住性
まちの人口に関する主観的な実感
まちの居住者世代のバランスに対する主観的な実感
　複合土地利用性
立地している施設の多様性に対する主観的な実感
買い物の利便性に対する主観的な実感
　非自動車交通依存性
通勤と通学の総合的な利便性に対する主観的な実感
公共交通機関の利便性に対する主観的な実感
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をする壮年期世帯であり、典型的なニュータウンの性格を帯びていることが
明らかになった。一方で、SOP の形成実態について、SOP の下部概念として
の「場所愛着」・「場所アイデンティティ」・「場所依存」ごとに分析を行った
ところ、場所愛着が最も高い割合で形成されていたと同時に、全般的に高い
割合で形成されていることが明らかになった。このことは、特に、環境心理
表7：SOP とコンパクトシティ性の相関分析
PD 主成
分分析
PA 主成
分分析
PI 主成
分分析
まちの人
口に対す
る主観的
な実感
まちの居
住者世代
のバラン
スに対す
る主観的
な実感
立地して
いる施設
の多様性
に対する
主観的な
実感
通勤や通
学の総合
的利便性
に対する
主観的な
実感
買い物の
利便性に
対する主
観的な実
感
公共交通
機関の利
便性に対
する主観
的な実感
PD 主成分 
分析
Pearson の相関係数 1 .634** .511** .093 .220** .295** .151* .276** .090
有意確率（両側） .000 .000 .137 .001 .000 .016 .000 .153
度数 258 256 251 256 232 251 253 256 252
PA 主成分 
分析
Pearson の相関係数 .634** 1 .442** .002 .289** .446** .169** .276** .095
有意確率（両側） .000 .000 .973 .000 .000 .007 .000 .128
度数 256 263 255 261 237 256 258 261 257
PI 主成分 
分析
Pearson の相関係数 .511** .442** 1 .080 .097 .177** .052 .100 -.045
有意確率（両側） .000 .000 .202 .143 .005 .409 .111 .475
度数 251 255 256 255 230 249 251 255 250
まちの人口に
対する主観的
な実感
Pearson の相関係数 .093 .002 .080 1 -.045 .118 .026 .100 .041
有意確率（両側） .137 .973 .202 .485 .058 .677 .105 .508
度数 256 261 255 266 241 259 262 265 261
まちの居住者
世代のバラン
スに対する主
観的な実感
Pearson の相関係数 .220** .289** .097 -.045 1 .365** .184** .117 .135*
有意確率（両側） .001 .000 .143 .485 .000 .004 .070 .037
度数 232 237 230 241 242 239 240 241 239
立地している
施設の多様性
に対する主観
的な実感
Pearson の相関係数 .295** .446** .177** .118 .365** 1 .298** .396** .224**
有意確率（両側） .000 .000 .005 .058 .000 .000 .000 .000
度数 251 256 249 259 239 261 257 259 257
通勤や通学の
総合的利便性
に対する主観
的な実感
Pearson の相関係数 .151* .169** .052 .026 .184** .298** 1 .106 .659**
有意確率（両側） .016 .007 .409 .677 .004 .000 .089 .000
度数 253 258 251 262 240 257 263 261 260
買い物の利便
性に対する主
観的な実感
Pearson の相関係数 .276** .276** .100 .100 .117 .396** .106 1 .190**
有意確率（両側） .000 .000 .111 .105 .070 .000 .089 .002
度数 256 261 255 265 241 259 261 266 260
公共交通機関
の利便性に対
する主観的な
実感
Pearson の相関係数 .090 .095 -.045 .041 .135* .224** .659** .190** 1
有意確率（両側） .153 .128 .475 .508 .037 .000 .000 .002
度数 252 257 250 261 239 257 260 260 262
**．相関係数は 1％ 水準で有意（両側）です。
* ．相関係数は 5％ 水準で有意（両側）です。
住民の「場所感覚」が都市の居住評価に与える影響に関する実証研究■
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学を中心とした多くの既存研究で指摘されている「居住歴」が、SOP の形成
における決定的な要因にはなり得ないことを意味している。その上で、SOP
の各下部概念について、主成分分析による因子の抽出と、それを用いた都市
のコンパクト性尺度との相関分析を行ったところ、両変数間に総体的に正の
相関があることが明らかになった。このことから、肯定的な SOP の形成は、
コンパクトシティとしての居住環境に対する肯定的な認識の形成と関連して
いると言える。
　以上の結論を踏まえて、本研究の持つ意義と今後の課題について簡単に述
べておきたい。本研究の結果、SOP の形成において、比較的居住歴の浅い住
民が多くを占める調査対象地域にも関わらず、総じて地域に対する SOP は高
い割合で形成されていた。つまり、今後、何らかの政策的意図によってコン
パクトシティ政策が都市に適用される場合、政策的な人口移動が直接的に都
市のレジリエンスを低下させるとは言えず、政策誘導によるスムースな人口
定着が行える可能性がある。また、肯定的な SOP の醸成を基盤に、平時の地
域におけるコミュニティ活用や、大規模災害時における住民間のサポートの
実現可能性も担保される可能性がある。他方、肯定的な SOP の形成が都市の
コンパクト性に対する肯定的な認識と一定相関しているという実態は、コン
パクトシティ政策による新しい地域への移住に伴う、SOP の形成の可否が、
都市に対する肯定的な居住評価認識の保持、つまり、コンパクトシティへの
居住満足度に影響を与える可能性がある。本研究では、調査対象者の SOP を
形成する要素については踏み込むことができず、あくまで実態分析に留まっ
た。今後、SOP の形成における社会・物理的環境要素を明らかにすることに
よって、コンパクトシティ政策の適用可能性を高める知見を見出すことが課
題である。
　なお、本研究は、日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究 B）「逆都市
化における頑強性を高めるコンパクトシティ政策シミュレーションに関する
研究（課題番号：23330097）：研究代表者　鐘ヶ江秀彦（立命館大学）」の一
環として実施したものであり、ここに記して厚く御礼申し上げます。
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注　1）本研究における「レジリエンス（resilience）」とは、災害等が発生し
た場合の地域経済の回復力を指し、「人口流出抑制力」、「社会的共同性」、「環
境資源」によって決定されるものと定義する。
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